
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第８５回）議事録 

 

第１ 日時 平成24年2月17日(金)  14時00分～15時40分 

   於、総務省８階１特別会議室 

第２ 出席委員（敬称略） 

徳田 英幸（分科会長代理）、相澤 彰子、 

相田 仁、青木 節子、荒川 薫、鈴木 陽一、高橋 伸子、 

野間 省伸、服部 武、広崎 膨太郎、前田 香織                    

 （以上１１名） 

 

第３ 出席専門委員（敬称略） 

安藤 真、藤原 修、三木 哲也 

 （以上３名） 

第４ 出席した関係職員 

（情報通信国際戦略局） 

久保田 誠之（総括審議官）、岡野 直樹（技術政策課長）、 

布施田 英生（通信規格課長） 

（情報流通行政局） 

田中 栄一（情報流通行政局長）、稲田 修一（官房審議官）、 

黒瀬 泰平（情報流通振興課長）、田中 宏（放送技術課長） 

（総合通信基盤局） 

桜井 俊（総合通信基盤局長）、原口 亮介（電気通信事業部長）、 

安藤 英作（基盤局総務課長）、野崎 雅稔（電気通信技術システム課長）、 

田原 康生（移動通信課長）、巻口 英司（衛星移動通信課長）、 

丹代 武（電波環境課長） 

 

（事務局） 

藤江 研一（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 



 

第５ 議題 

（１） 答申事項 

ア 「海上無線通信設備の技術的条件」のうち「船舶用固体素子レーダーの技術的条

件」【平成２年４月 23日付け 電気通信技術審議会諮問第 50号】 

イ 「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「700MHz帯を使用する移動通信シス

テムの技術的条件」【平成７年７月 24日付け 電気通信技術審議会諮問第 81号】 

ウ 「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」のうち「電

気通信設備の安全・信頼性対策に関する事項」【平成 17年 10月 31日付け 諮問第

2020号】 

 

（２） 報告事項 

ア 「放送システムに関する技術的条件」のうち「ホワイトスペースを活用した放送

型システムに関する技術的条件」及び「放送に係る安全・信頼性に関する技術的条

件」のうち「ホワイトスペースを活用した放送型システムに関する技術的条件」【平

成 18年９月 28日付け諮問第 2023号及び平成 22年 12月 21日付け諮問第 2031号】 

イ 国際電気通信連合無線通信総会（ＲＡ）の結果報告【平成６年 1 月 24 日付け電

気通信技術審議会諮問第１号】関連 

ウ ＣＩＳＰＲソウル会議の結果について【昭和 63年９月 26日付け 電気通信技術

審議会諮問第３号】 

エ 通信・放送事業団体による環境自主行動計画の取組について 

オ 「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「特定ラジオマイ

クの周波数移行等に関する技術的条件」【平成 14年９月 30日付け諮問第 2009号】
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開  会 

 

○徳田分科会長代理  それでは、時間となりましたので、ただいまから情報通信審議会

第８５回情報通信技術分科会を開催いたします。 

 本日は、坂内分科会長が欠席でございますので、私、徳田が議事を進めさせていただ

きます。 

 本日は、委員１５名中、今まだ２名の方がお見えになっていないので、９名というこ

とで、予定は１１名で、定足数を満たしております。 

 なお、審議事項の説明のため、安藤専門委員、藤原専門委員、三木専門委員の３名に

ご出席いただいております。 

 本日の会議の模様はインターネットにより中継しております。あらかじめご了承のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

議  題 

 

（１）答申事項 

ア 「海上無線通信設備の技術的条件」のうち「船舶用固体素子レーダーの技術的条

件」【平成２年４月２３日付け 電気通信技術審議会諮問第５０号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいり

ます。 

 本日の議題は、答申事項３件、報告事項５件の計８件でございます。 

 初めに、答申事項について審議いたします。 

 電気通信技術審議会諮問第５０号「海上無線通信設備の技術的条件」のうち「船舶用

固体素子レーダーの技術的条件」について、航空・海上無線通信委員会主査でいらっし

ゃいます三木専門委員から、ご説明をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○三木専門委員  航空・海上無線通信委員会の主査を務めております、三木でございま

す。 

 航空・海上無線通信委員会の報告内容について、お手元の資料８５－１－１、それか
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ら８５－１－２でございます。本日は時間も限られておりますので、概要編のほう、８

５－１－１を使って説明させていただきます。 

 表紙をめくっていただきますと、検討の背景、経過が書いてございます。これにつき

ましては、昨年の１０月２８日に開催されましたこの分科会におきまして、既に検討の

開始の報告の際に使用したものでございますので、説明は割愛させていただきます。次

の２ページ、検討事項及び検討経過がございます。昨年１１月４日にこの案件に関する

１回目の委員会を開催し、運営方針、検討の進め方について確認し、検討の促進を図る

意味で作業班を設置いたしました。その後、１１月９日、１２月２日に作業班を開催し

まして、審議の対象としております固体素子レーダーが、既存のマグネトロンレーダー

の影響を受けない範囲での技術的条件の検討を行いました。それらの作業班としての取

りまとめを行い、それを１２月８日に開催されました委員会で、３ギガヘルツ帯船舶用

固体素子レーダーについての委員会報告案、それから一部答申案について検討を行い、

本年１月２０日の委員会で本日の報告書の取りまとめを行いました。 

 次の３ページの３項、船舶用固体素子レーダーの技術的条件でございます。まず検討

に際しての考え方ですが、そこにありますように、船舶用固体素子レーダーの技術的条

件の検討に当たっては、無線設備規則第４８条の規定に準拠しつつ、既存のレーダーへ

の影響を極力抑えることを最も重視して、固体素子レーダーに係る技術的条件を求める

こととしました。 

 また、３ギガヘルツ帯の船舶用レーダーは、気象条件、海象条件の影響を受けにくく、

遠距離まで探知できるわけですが、分解能は低い。一方、９ギガヘルツ帯の船舶用レー

ダーは、気象とか海象の影響を受けやすく、距離は限られ、近距離になりますが、分解

能は高いなど、電波の利用環境が異なることから、個別に検討を行ってまいりました。 

 ここにあります技術的条件に当たっての検討のポイントは、従来のマグネトロンレー

ダーの技術的条件に基本的には準拠いたしますが、パルス幅などマグネトロンレーダー

とは大きく異なる部分についての技術的条件について、特に検討いたしました。 

 また、測定法につきましても、国際規格（ＩＴＵ－Ｒ Ｍ.１１７７－４）において規

定されている測定方法に準拠しつつ、船舶用固体素子レーダーで新たに必要となるチャ

ープ変調の測定方法について検討いたしました。 

 次の４ページから６ページまでが、３ギガヘルツ帯の船舶用固体素子レーダーの技術

的条件でございます。時間もございませんので、ここでは特徴的な部分だけについて説
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明いたします。 

 ４ページの一般的条件の中の変調方式でございますが、パルスの期間中に搬送波を角

度変調するもの、これをチャープ変調と申しますが、これが今回の固体素子レーダー用

として追加されております。 

 また、固体素子レーダーでは空中線電力がマグネトロンレーダーに比べて低いことか

ら、探知機距離を延ばすために、パルス幅を広げてエネルギーを発生するということで、

次の５ページの機能及び電気的条件としまして、そこにありますように、下半分のとこ

ろです、無変調のいわゆる通常のパルスを用いたレーダー、この波をＰＯＮ電波と申し

ますが、このＰＯＮ電波のパルス幅は１.２マイクロセカンド以下、これは従来並みなわ

けですが、チャート変調を用いるものはＱＯＮ電波でございますが、こちらのほうはパ

ルス幅を２２マイクロ秒以下として、パルス幅の上限を規定しております。 

 また、パルス幅が長くなったことに伴いまして、空中線電力が、現在はマグネトロン

レーダーに比べてはるかに低いんですが、将来大きくなり過ぎることもありますので、

大きくなり過ぎることを避けるために、尖頭電力の上限を２５０ワット以下と規定して

おります。 

 ここがポイントでして、次の６ページに、測定方法について下のほうにまとめており

ます。現状のＰＯＮ電波を使用するマグネトロンレーダーの検査方法、これはそのまま

でございますが、それに加えて、ＱＯＮ電波を使用する固体素子レーダーに対する検査

項目を追加しております。そこに書いてある３項目でございます。 

 以上が、３ギガヘルツ帯船舶用固体素子レーダーの技術的条件でございます。 

 次に、９ギガヘルツ帯船舶用固体素子レーダーの技術的条件でございますが、７ペー

ジにありますように、９ギガヘルツ帯船舶用固体素子レーダーにつきましては、以下の

項目について引き続き検討を要するということで、今回はまとめております。 

 具体的には、指示器が２４海里の距離レンジの場合の干渉に関する検証、それからＳ

ＯＬＡＳ条約で義務づけられております捜索救助用のレーダートランスポンダからの信

号探知に関する検証、既存のマグネトロンレーダーへの干渉に関する検証、それからＦ

ＭＣＷレーダーにつきまして、他のレーダーと同時の周波数を使用する場合の干渉に関

する検証、これらが必要でして、引き続き検討を行うということにしております。 

 次の８ページと９ページは、今回の船舶用固体素子レーダーの技術的条件ではござい

ませんが、固体素子レーダーの制度化に当たって留意すべき事項をまとめております。
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考え方につきましては、船舶用固体素子レーダーの空中線電力は、マグネトロンレーダ

ーと比較して大幅に小さいですが、マグネトロンレーダーと同等の性能となることにか

んがみまして、船舶用固体素子レーダーの制度化に当たっては、無線従事者資格の要否、

定期検査の実施の有無などについて検討する必要があるということでございます。 

 最後に１０ページは、委員会構成、作業班構成でございますので、お目通しいただけ

ればと思います。 

 以上でございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまのご説明について、ご

意見、ご質問はございませんでしょうか。いかがでしょう。よろしいでしょうか。 

 それでは、ご意見、質問等がございませんようでしたら、本件は答申案（資料８５－

１－１）のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。それでは、案のとおり答申する

ことといたします。 

 

イ 「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「７００ＭＨｚ帯を使用する移動通

信システムの技術的条件」【平成７年７月２４日付け 電気通信技術審議会諮問第８

１号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは続きまして、電気通信技術審議会諮問第８１号「携帯電

話等の周波数有効利用方策」のうち「７００ＭＨｚ帯を使用する移動通信システムの技

術的条件」について、携帯電話等高度化委員会主査でいらっしゃいます服部委員から、

ご説明をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○服部委員  服部でございます。 

 それでは、資料８５－２－１並びに８５－２－２でございます。本体が８５－２－２

で、大変資料が厚くなっておりますので、概要版、８５－２－１のほうで説明させてい

ただきます。本日のご報告は、「携帯電話等の周波数有効利用方策」のうち「７００ＭＨ

ｚ帯を使用する移動通信システムの技術的条件」ということでございます。 

 １ページ目をおめくりいただきまして、報告書の構成が書いてございます。Ⅳ、検討

概要の第１章、第２章、第３章、ここが中心となるところでございます。それ以外に構
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成あるいは参考資料等、いろいろな条件での測定の参考資料を添付してございます。 

 ２ページ目をおめくりいただきまして、検討経過をここで概要としてご説明します。 

 平成２２年１月に、これは前の委員会でございますけど、ここで７００、９００メガ

ヘルツ帯を使用する移動通信システムの技術的条件について検討開始しました。このと

きは７００、９００をペアで使用する案を含めて検討開始しました。この間いろいろな

経緯がございまして、９００メガヘルツ帯と、それから７００メガヘルツ帯を分離する

案ということになりました。 

 平成２３年５月に「９００ＭＨｚ帯を使用する移動通信システムの技術的条件」に関

する委員会の報告を取りまとめました。同じく５月に情報通信技術分科会において了承

されております。７００メガヘルツ帯については引き続き検討ということで、検討を継

続してきました。 

 平成２３年１２月に第７回の委員会におきまして、この「７００ＭＨｚ帯を使用する

移動通信システムの技術的条件」に関する委員会報告（案）を取りまとめまして、それ

をもとに、昨年の１２月からこの１月にパブリックコメントを行いまして、本日に至っ

ているということでございます。 

 ２月８日にその意見募集の検討を含めて、この技術的条件に関する委員会報告を取り

まとめたということでございます。 

 その次のページ、３ページ目をおめくりいただきまして、一つの背景といいますか、

携帯電話をはじめ、移動通信システムのトラヒックが大変増大しているということの一

つの例でございます。２００７年から２０１７年にトラヒック量が約２００倍増大する

という、これは予測でございます。右側に実態の数値、月間通信トラヒック及び１加入

者当たりのトラヒックの数値が書いてございます。 

 最近のいろいろなデータでも、年間約２倍に増加するという報告がございまして、１

０年間ですと約１,０００倍、今後トラヒックが増大する、そういう数値も出ております。

これは日本だけではなくて、世界的にやはりスマートフォンの導入というのが非常に大

きな影響ということで、トラヒックが非常に増大しているということでございます。 

 ４ページ目をおめくりいただきまして、こういういろいろな背景から７００、９００

メガヘルツ帯を新たに適用するということで、先行しましたのは上といいますか、９０

０メガヘルツ帯。これは第２世代携帯電話サービス終了に伴う周波数の再編により利用

可能となる、９００メガヘルツ帯ということです。下のほうが地上テレビ放送の移行終
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了後に利用可能となる７００メガヘルツ帯。 

 ２０１２年７月以降、この周波数帯を使用するシステムの導入が可能ということでご

ざいますけど、具体的には９００メガヘルツ帯のほうが先行しまして、７００メガヘル

ツ帯は２０１５年以降に具体的に利用可能となると、既存のシステムの移行等を含め、

いろいろな状況がありますので、そういう条件となってございます。先ほど申し上げま

したとおり、平成２２年１月に技術的条件の検討を開始してございます。 

 ５ページ目をおめくりいただきまして、委員会、作業班の検討の中で、当初７００と

９００をペアで使用する案、この場合は既存のシステムの移行は行わないという案でご

ざいます。この図の真ん中のところでは、赤の両側の線で結んでいる、濃い帯域の利用

の仕方、①で示されているものです。 

 その後、いろいろ国際的な周波数ハーモナイゼーションということで、端末のコスト

の低減等含めて、いろいろなご意見を含めて、②として、いわゆるアジア、北米との調

和を考慮した割り当て、それから９００については欧州との調和を考慮した割り当てと

いうことで、ただし、この場合ですとＦＰＵ、ラジオマイク、ＭＣＡ、ＲＦＩＤ等の周

波数移行を含め検討するということでございます。本日のご報告は、ＦＰＵとラジオマ

イクの移行にかかわることになっております。 

 このいろいろな検討は、下に書いてございますように、ＩＣＴタスクフォースの配下

ごとにワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループ、ここで

この帯域の利用の考え方が示されたということをベースとしてございます。 

 その次の６ページをおめくりいただきまして、諸外国の動向を含めた７００から２ギ

ガ帯での各国での利用状況を書いてございます。一番上のほうが日本、それからＰＤＣ、

Ｗ－ＣＤＭＡ、ＣＤＭＡ２０００と書いてございます。この中で７００メガヘルツ帯に

ついてはいわゆる地デジの後利用ということで、世界的ないろいろ運用が進んでおりま

すけど、具体的には日本とアジア、アメリカということで、欧州はいろいろリパックの

関係等ということで、現在のところはここは携帯電話に使うということにはなっており

ません。 

 アジア・太平洋地域の中でいろいろこの地デジの後利用の検討として、最終的にＡＷ

Ｆ－９ということで、２つの案が提示されてございます。１つは周波数分割多重という

ことで、この真ん中のピンクとブルー、センターギャップを設けるという形です。それ

からもう一つの利用はＴＤＤ、これは特に中国が主張している案でございます。 
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 それでは７ページをおめくりいただきまして、こちらも周波数検討のＷＧの取りまと

めの案ということでございます。７００、９００についてそれぞれ利用する案が適当と

いう方針とされました。 

 基本的な考え方は、先ほどちょっとご説明したとおりですけど、７００メガヘルツ帯

についてはテレビ放送用ブースター等の影響を踏まえまして、基地局の周波数は７７０

メガヘルツ以上が望ましいということがベースとなっております。それから、テレビ放

送と携帯電話間等のガードバンドの設定については詳細な検証を行い、それに基づきま

して周波数移行プランの策定に反映する。 

 それから同様にＦＰＵ、こちらは１.２ギガ、あるいは２.３ギガ帯での実現というこ

とが検討されています。 

 それからラジオマイクについてはホワイトスペース、または１.２ギガ帯の実現を図る

ということで、このＷＧが提示した割り当て検討モデル案、これらの方針を踏まえつつ、

干渉検討を実施したということでございます。 

 その次のページ、８ページ目に参りまして、具体的な干渉の組み合わせ、それから可

能となる周波数の割り当て案ということが書いてございます。 

 この左の下の表は、例えば携帯電話上り、あるいは下り、テレビ放送、ＩＴＳ等、こ

ちらが干渉を与えるほうで、左側のほうが干渉を受けるという方向になります。これら

の組み合わせすべてについて検討を行いました。ＩＴＳについてはすべて既に検討済み

ということでございます。 

 右側のほうにいろいろな割り当て案がございますけど、基本的には①、②等含めまし

て、組み合わせとして干渉の検討を行っているということです。ですから非常に数が多

いんですけど、共通する組み合わせといいますか、①、②それぞれについて共通的に干

渉の検討を行ってまいりました。 

 ９ページ目に具体的な干渉検討の方法を書いてございます。７００メガヘルツ帯での

干渉検討の対象となるシステムとしまして、７００メガヘルツ帯の携帯電話、それから

８００メガヘルツ帯の携帯電話、地上デジタル放送、ＩＴＳ、さらに８００メガヘルツ

帯ＦＰＵ、８００メガヘルツ帯ラジオマイク等がございます。 

 具体的な干渉検討の方法としましては、検討の簡素化のために携帯電話のパラメータ

はＬＴＥのＦＤＤの方式、送信電力幅が大きいということ、かつ電力値も大きい、これ

をベースとして検討しております。それから７００メガヘルツ帯での基地局の送信及び
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端末送信の両方向を検討しております。さらにＦＤＤ方式の検討により、ＴＤＤの検討

も包含しております。 

 考え方としまして、まず１対１の対向モデル、これが最悪値条件となります。まずこ

こからスタートしまして、所要改善量が残る場合には、アンテナ高低等を考慮したモデ

ル、さらに確率モデル、これは携帯電話の分布、あるいは移動性、こういう分布をもと

にしております。ただし放送系についてはこの確率モデルは適用しておりません。 

 それから、被干渉局の許容干渉レベルに対する所要改善量を算出した上で、無線局の

開設、さらに運用上の調整を加味しまして、必要となる所要ガードバンド幅及びそのと

きの共存条件ということを、各システムについて検討しております。 

 １０ページ目に、それぞれの方式で異なりますので、干渉検討の具体的なそれぞれの

考え方、検討の結果の概要を説明してございます。 

 時間がありませんので詳細な説明はちょっと省かせていただきますけど、例えば一例

として、８００メガヘルツ帯移動通信システムとの干渉検討。与干渉は干渉を与えるほ

うで、８００メガヘルツ帯の携帯端末、これが干渉を与えるという場合のモデルです。

この不要発射の実力値による検討結果からガードバンドを導出しまして、干渉が発生し

た場合の対策案として、基地局の増設による移動局の平均送信電力の低減等をいろいろ

考慮してございます。 

 同様にテレビ放送との干渉につきましては、テレビが携帯電話に与えるほうが与干渉

でございます。この場合には、もしそれが干渉量として残る場合に、テレビ放送側にフ

ィルタを挿入した場合のガード幅、それから所要離隔距離を算出してございます。逆に、

与干渉が携帯電話のほうになる場合、いろいろなテレビの設置条件を想定した実験を行

いまして、その結果からガード幅を導出しております。干渉が発生した場合の対策案、

具体的にはテレビ受信側における受信機器、受信ブースターへのフィルタ挿入、基地局

等の設置方向等が有効であるということが結論として出ております。 

 その他についても同様な検討を進めてまいりました。 

 全体の結論といいますか、表として、１２ページに各先ほどの①、②等を含めた組み

合わせについて、どれだけガードバンド幅が必要か、そのときにどういった条件が必要

かということを、このページで示しております。今回、ブルーのところ、ここについて

新たな結論を得たということになります。 

 １３ページをおめくりいただきまして、干渉検討結果によるモデル案という具体的な
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周波数のそれぞれの配置ということで、ラジオマイクについてはいわゆるホワイトスペ

ース、あるいは１.２ギガ帯に移行する、ＦＰＵが１.２あるいは２.３ギガ帯に移行する

ということをベースとした場合の案でございます。その場合に、このリパックな部分と

先ほどの基礎をつくっている周波数があくということを前提とした場合に、その再編後

としての具体的な割り当ての使い方の案でございます。 

 下のほうが携帯用の端末、真ん中のところにＩＴＳがありまして、上部に携帯用（基

地局）ということでございます。ガード幅として、このスターの１、２、３、４、５、

これらが今回の検討に結果として反映されているということでございます。 

 １４ページをおめくりいただきまして、移動通信システムの技術的条件。想定される

システムとして、ＬＴＥ、あるいは第３世代、３.５世代、それから３.５世代のさらに

新しいバージョン等につきましての技術的条件でございます。特にこの中でアンダーラ

インを引いている部分が、新しく技術的条件として加わっているということになります。 

 あと１５ページ以降は参考資料ということで、割愛させていただきます。 

 以上で私のほうから。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。それではただいまの説明につき

まして、ご質問、ご意見等ございませんでしょうか。じゃ、広崎委員、どうぞ。 

○広崎委員  ２点質問があるんですけれども、まず１点目は、ＦＤＤとＴＤＤの関係な

んですが、ＴＤＤはＦＤＤの技術条件を検討すれば、それに完全に包含されると考えて

いいのかどうかということです。 

 それから２点目は、１３ページのモデル案がございましたけれども、今後の情報通信

の発展を考えたときに、ＩＴＳのバンドが、干渉の面からはこのガードバンドでいいん

だろうとは思うんですけれども、ＩＴＳのバンド幅が将来的に広がる可能性はないのか

どうか、そのあたりをお聞かせいただければありがたいと思います。 

○服部委員  まず最初のご質問に関しては、干渉上の検討としてはＦＤＤの、これは干

渉のパターンですので、それを検討すればＴＤＤの場合にも適用できるということにな

ります。 

 それから２点目のご質問につきまして、５３ページのＩＴＳの現在の割り当て案でご

ざいますけど、このスターの２のところは必要なガードバンドとしてですので、ここは

変えられません。一方、上のスターの３につきましては、この下の文面に書いてござい

ますように、ガードバンドが５メガヘルツあれば一応システムとしては満たせるという
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ことです。ただ、携帯電話は上り下りのペアということで、７１８に対して５５メガの

チャンネルスペースといいますか、それで７７３からなっております。そういう意味で

は、ここに２メガヘルツの一応余裕度というのはございます。将来的にＩＴＳについて

の可能性といいますか、そこは一応残されているということにはなります。 

 以上です。 

○広崎委員  どうもありがとうございました。 

○徳田分科会長代理  ほかにいかがでしょうか。じゃ、前田委員。 

○前田委員  今回は、１対１の対向モデルについて検討するということで、放送系のシ

ステム等が除かれているんですけれども、ちょっとこの１対１の対向モデルという意味

がうまく理解できていないのですが、今回の周波数帯のところで、今後そういう放送系

のサービスとか、１対多のサービスみたいなものもたくさん出てくるのではないかと思

うのですけれども、それはまた別のところでということなのでしょうか、それともここ

の１対１の対向モデルはそういう意味ではなくて、別のモデルなのでしょうか。 

○服部委員  このモデルは干渉を与えるほうと干渉を受けるほうのモデルということに

なります。ですから、その一番まず最悪条件といいますか、直接対抗するといいますか、

そういうことで設定しております。 

○前田委員  わかりました。 

○徳田分科会長代理  ほかにいかがでしょうか。じゃ、荒川委員。 

○荒川委員  携帯電話のほうの使っているパラメータとして、９ページにＬＴＥ方式の

みを使っているということですが、これで設計したらほかの方式だと絶対大丈夫、そう

いう意図でしょうか。 

○服部委員  一応このＬＴＥのシステムがほかのシステムを皆包含しているといいます

か、電力条件とかいろんな条件ということです。 

○荒川委員  わかりました。 

○徳田分科会長代理  ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それではほかにご意見、質問等がございませんようでしたら、本件は答申案（資料８

５－２－３）のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょう

か。 

（「異議なし」の声あり） 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございます。それでは、案のとおり答申するこ
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とといたします。 

 

ウ 「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」のうち「電

気通信設備の安全・信頼性対策に関する事項」【平成１７年１０月３１日付け 諮問

第２０２０号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは次に、諮問第２０２０号「ネットワークのＩＰ化に対応

した電気通信設備に係る技術的条件」のうち「電気通信設備の安全・信頼性対策に関す

る事項」について、ＩＰネットワーク設備委員会主査でいらっしゃいます相田委員から、

ご説明をお願いいたします。 

○相田委員  ＩＰネットワーク設備委員会の主査を務めております、相田でございます。 

 お手元の資料８５－３－１と２でございますけれども、本日のご説明は８５－３－１

のほうに基づきまして、昨年の９月から検討を行ってまいりました、電気通信設備の安

全・信頼性対策に関する事項ということにつきまして報告をまとめましたので、概要を

説明させていただきます。 

 本件はご承知のように、昨年の東日本大震災、それからその後、台風というような災

害に基づき、広範囲にわたり通信の途絶、あるいは輻輳というものが生じたことを踏ま

えまして、電気通信設備の安全・信頼性対策の強化に向けた方策について検討してきた

ものでございます。 

 １ページおめくりいただきまして、資料８５－３－２のほうの報告書の構成というこ

とについて書いてございますけれども、第１章のほうでもって、実際に起きた災害の概

要、それから第２章として、それらにおける被害の要因等の分析、それで第３章として、

取り組むべき対策ということでまとめてございます。 

 １ページおめくりいただきまして、検討経過でございますけれども、ＩＰネットワー

ク設備委員会としては、昨年９月の第１６回委員会というときから検討を開始したわけ

でございますけれども、この第１６回委員会におきまして、通信確保作業班というもの

を設けて、詳細についてはそちらで検討ということをいたしております。その間、２回

にわたりまして委員会と作業班合同で、電気通信事業者からのヒアリングを行うなどの

ことをいたしております。 

 １ページおめくりいただきまして、第１章、実際のその被害の状況でございますけれ
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ども、まずは現在の電気通信サービスの状況というようなことでございまして、例えば

１６年前の阪神・淡路大震災のときと比べますと、移動電話、携帯電話、ＰＨＳのシェ

アが圧倒的に多くなっているとか、そういった状況についてここではご紹介させていた

だいております。 

 １ページおめくりいただきまして、実際に東日本大震災における被災状況ということ

でございますけれども、ＮＴＴ東日本では最大１００万回線、それからＫＤＤＩ、ソフ

トバンクテレコムを合計すると、約１９０万回線が被災、一時通信ができなかったとい

うことでございます。右のほうが携帯電話でございますけれども、これは被災した基地

局の数でカウントいたしておりますが、ＮＴＴドコモ、ａｕ、ソフトバンク、イー・モ

バイル、ウィルコム、５社合計いたしますと、約２万９,０００の基地局が被災したとい

う状況でございます。 

 １ページおめくりいただきまして、こちらは台風１２号による被害ということでござ

いますが、土砂崩れや洪水などによりまして、固定電話で最大４万７,０００回線が利用

不可、それから携帯電話で最大８００局の基地局が停止というような状況がございまし

た。台風１５号におきましても、固定電話で約１万回線、携帯電話で１,０００局という

ような停止がございます。 

 １ページおめくりいただきまして、第２章のほうでもって、具体的にどういうことが

いわゆる直接の原因で、そういうサービス停止等につながったかという分析でございま

すけれども、こちらは東日本大震災における被害ということでございますが、通信事業

者を通じて東日本大震災においては、停電が原因であったというものが約４分の３程度

を占めているということでございます。それから続きまして、みずから中継伝送路を持

たないウィルコムを除きましては、次の原因というものがいわゆる中継伝送路の切断、

その後、続きまして津波・冠水による被害、あるいは地震動による設備故障、破壊とい

うようなものも一部あるということでございます。 

 １ページおめくりいただきまして、台風１２号における被害のほうでございますけれ

ども、こちらにつきましても、先ほどの東日本大震災ほどではございませんが、停電の

割合がかなり多くを占めている。それから続きまして、次の要因がやはり中継伝送路の

切断ということでございます。 

 １ページおめくりいただきまして、９ページ目になりますが、東日本大震災等におき

ましては、やはり非常に通信が輻輳したということで、ここで挙げておりますのは、い
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わゆる輻輳に対して発信規制というものがどの程度かかったかということでございます

が、左の棒グラフは固定回線のほうでございますけれども、大体８０％から９０％、右

側が携帯系でございまして、これはそれぞれのキャリアで２つずつ書いてあるわけでご

ざいますが、音声系のほうですと７０％から９５％、いわゆるパケット系のほうはそれ

に比べると、一番大きかったドコモで３０％、ａｕとソフトバンクについては特に規制

がなかった、そういう状況でございます。 

 以上を踏まえまして、今回の検討におきましては、停電対策、それから中継伝送路切

断の対策、そのほか津波・冠水対策、設備故障・破壊対策、通信輻輳対策及び重要通信

確保という、大きく分けてこの５つの分野について検討を行ったということでございま

す。 

 １ページおめくりいただきまして１０ページ目、これが現状の制度がどうなっている

かということでございますが、左側の予備機器等、試験機器及び応急復旧機材等につき

まして、右側のようなことが設備規則として定められているということでございまして、

その適用対象といたしましては、左右２つに分かれておりますけれども、左側はアナロ

グ電話設備等に適用される技術的条件ということで、これにはアナログ電話以外にＩＳ

ＤＮ、０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話、携帯電話というものが含まれておりますけれども、それ

に関してかなりきめ細かく決まっているのに対しまして、右側、その他電気通信回線設

備ということで、こちらはＰＨＳですとか、インターネットプロバイダーサービスとい

うようなものということで決まっているところでございます。詳しくは後ほどご確認い

ただければと思います。 

 以下が今回の検討結果でございますけれども、１１ページ目、停電対策につきまして

は、下のほうです、停電対策の在り方（方針）ということでございますけれども、中核

的な役割を果たす拠点、いわゆる役場等というものの通信機能の維持にかかわるような

ものについては、自家用発電機、蓄電池の持続時間について大規模かつ長時間の停電を

考慮し、必要な燃料の備蓄または補給手段の確保、その他の必要な措置を講じることが

望ましいということにさせていただいております。 

 それから、それに加えまして、実際に行っているそういう停電対策への取り組み状況

や、応急復旧のための機材配備に係る状況等につきまして、総務省に報告すること。そ

れから、停電対策が強化された携帯電話基地局のカバーエリア等につきまして、利用者

に参考になる情報と思われますので、適切な形で公表することを求めているということ
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でございます。 

 次のページが中継伝送路切断対策ということで、これも下側の方針のところでござい

ますけれども、交換設備相互間の伝送路設備につきましては、基本的に複数の経路によ

り設置すること。これは実は従来のことでございますけれども、今回、ループ状のネッ

トワークによってそういう複数の経路を確保していたケースで、２本とも切れてしまっ

たケースがあったということでございまして、そういうようなところについて、ループ

をはしご状に横断する等の予備経路の設置等の措置を講じること。 

 それから、先ほどと同じでございますけれども、中核的な役割を果たす拠点に係る携

帯電話基地局のエントランス回線につきましては、予備電気通信回線及び複数経路の設

置を講じることといったようなことを図っております。 

 それから、機能停止により電気通信の提供に広域にわたり重大な支障を及ぼすおそれ

のある基幹的な電気通信設備。従来は基本的に、中継伝送路設備のみについて規定があ

ったわけでございますけれども、それ以外につきましても地理的分散を図ることを求め

ているということでございます。 

 次のページ、１３ページにつきましては津波・冠水対策及び設備故障・破壊対策とい

うことで、これにつきましては、自治体が作成するハザードマップ等の被害想定を考慮

した対策を講じることということにさせていただいております。 

 時間がなくなってまいりましたけど、次のページ、１４ページにつきましては、通信

輻輳対策及び重要通信確保ということで、ネットワークの設計容量に関する基本的考え

方等につきまして、総務省に届け出ること、それからまた、適切な形で公表すること、

通信品質の定期的な実測及び総務省の報告。実際に輻輳が発生した場合に、その状況及

び通信規制の状況等について、総務省の報告、公表というようなことを求めているとい

うことでございます。 

 １５ページ目、こういった通信輻輳対策等につきましては、いろんな提案がなされて

いるところでございますけれども、災害時優先電話の対象機関の拡大、通信時間制限の

導入、通信品質を一定程度低下させた音声通信の導入というようなことについては継続

して検討するということで、今回の中からは特に具体的な対策は盛り込んでいないとい

うことでございます。 

 最後、１６ページ、その他の課題ということでございますけど、先ほど申し上げまし

た左右の分類分けということでございますが、ＰＨＳに関しましては、今後その左側の
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欄、アナログ電話設備並みというような対策を求めてはどうかということで、報告書の

中に含めさせていただいております。 

 以上が報告書の内容でございますけれども、最後に１点つけ加えさせていただきます

と、今回のこの報告書では、大規模災害に対する安全信頼性対策ということで、報告を

取りまとめさせていただいたところでございますけれども、昨今、スマートフォン等の

携帯電話における重大な事故の発生ということに関しまして、大臣からもご指示があっ

たということでございまして、このようなものに対する事故の防止や事故の影響の最小

化を図るための対策というものについて、今後検討を行っていく予定でございます。 

 以上でございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。それでは、ただいまの説明につ

いてご意見、ご質問はございませんでしょうか。じゃ、鈴木委員。 

○鈴木委員  意見ということになりますけれども、東日本大震災を受けてこのようにし

っかりした報告、ありがとうございました。ぜひここで行われた議論に沿って、通信シ

ステムの強化が次々と進んでいくことを強く望みたいと思います。 

 以上でございます。 

○徳田分科会長代理  ほかにいかがでしょうか。じゃ、前田委員。 

○前田委員  これは、一つ一つの課題ですとか方式というのは全然問題ないと思うんで

すけれども、これだけの設備をこういうふうに、全部それぞれの事業者さんとかで確保

していくとなると、災害というのがそんなに滅多に起きてはいけないようなことですか

ら、非常にオーバーヘッドも大きいのかなと思います。それで、お互いに補完し合いな

がら設備を共有するですとか、そういうような考え方というのはなかなか難しいんでし

ょうか。 

○相田委員  特に燃料の確保というようなものについては、事業者さんだけではいかな

いということもございますので、国あるいは地方自治体等もかむような形でもって、共

同、共通して確保できるような方策ということを、ぜひ進めていただきたいということ

で、動きがあると了解しております。何か事務局のほうからご説明いただければ。 

○野崎電通システム課長  基本的に今回の災害を踏まえまして、例えば輻輳時は音声を

ファイル化してデータ通信回線で送るサービスとか、そういう新しい試みを各事業者が

進めようとしておりますので、そういうときも最初から相互接続できるように設備を設

計していくとか、少しでもコストダウンが進むような方向で検討を始めているところで
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すので、そういういろんな新サービスの開発でも協力して進めていっているような状況

でございます。 

○前田委員  ありがとうございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ほかにご意見、ご質問等。じゃ、

服部委員。 

○服部委員  災害あるいは非常時におけるいろいろな体力を強くするということは、事

業者にとっても多分共通の課題だとは思います。直接今後どうするかということが、い

ろいろ課題になっているわけですけど、１つトラヒックに対する特性、あるいはそれに

対してどのぐらいの能力を現状は有しているかといいますか、各事業者さんの現状はな

かなかノウハウになって、具体的にどれだけ体力があるかということが、あまり明確に

なっていないというのが今の現状です。 

 以前であれば、設備設計の考え方というのがかなり公表されて、トラヒック体力とい

うのはどのくらいもつかと。例えば電話系ですと、１人当たり例えば０.０６３アーラン

で、１日どのぐらい使用して、最繁時呼率がどうなって、そのためにどういう設備設計

をするという一つの考え方。これは直接適用するかどうかは別としまして、今電話とい

うのがデータ的系にこう大きく変わって、さらに携帯電話でスマートフォンに変わって

いるということで、そのトラヒック特性に非常に大きく変わって。ところがそのトラヒ

ック特性自体が定量的な分析が行われていないんではないか。 

 多分それぞれの事業者さんはそれぞれの考え方がとられていると思いますけど、それ

を耐震基準というのはなかなか、それに対応させていいかどうかというのはあると思う

んですけど、何か考え方、そういうことをもう少し、ある意味では研究ベースでもいい

と思いますけど、いろいろなトラヒック特性あるいは時間帯の使用、いろいろ含めて、

どういうトラヒック特性になっていて、どういう設備の考え方をとれば、どこまで体力

としてもつか、そういったことを何かやはり検討しておくことが、私は必要ではないか

なと感じます。 

 どこでということはなかなか難しいと思いますけど、やはりこういうことを伺ってい

ますと、それぞれ事業者さんの事情がありますから、それを今公表するとかいうことで

はなくて、国全体としてといいますか、トラヒックに対するもう少しいろいろな調査な

り見識、そういうことを考えていくことが将来的にも。それをもとに各事業者さんがど

ういう設備設計をするかということを、フィードバックするなりということが、ちょっ
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と必要ではないかなと感じました。ちょっとコメントです。 

○相田委員  よろしいでしょうか。 

○徳田分科会長代理  じゃ。 

○相田委員  先ほどちょっと説明が不適切だったかもしれませんけれども、１４ページ

のところがまさにそういうことでございまして、何か具体的な輻輳対策を講じろという

よりは、どういう設計になっているのか、きちんと設計の方針を示してくださいとか、

それから実際に輻輳が起きたときにどの程度の輻輳が起きたのか、きちんと把握できる

ようにしてくださいとか、そういうことを求めているということでございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。一応方針の中に入っているとい

うことで。 

 ほかにいかがでしょうか。じゃ、広崎委員。 

○広崎委員  手短にしたいと思うんですが、今の服部先生の性能問題とも関係するんで

すが、９ページのグラフを見ると、これはよく言われていることではあるんですけど、

データ系、パケット系のこういう緊急時の抗堪性といいますか、これが如実に出ている

わけですよね。これはディレードコミュニケーションが認められるということで、性能

の余裕があるということでこうなっているところがあるんですが、今回このサーバーも

分散配置をして、何とかリライアビリティーを上げようという方向で検討されているの

は結構なんですが、ちょっと心配しているのは、一方で現在スマートフォンでトラヒッ

クが急増していると。 

 そうすると、せっかくホットスタンドバイに近い２重化でサーバーを分散配置しても、

その周波数資源というか、キャパシティーの資源がほとんどそちらの急増するデータで

食いつぶされて、結局せっかくパケット系の持っていた抗堪性というのが、これだけで

は保たれにくいんじゃないかなと。 

 したがって、さっき服部先生のご指摘にあったように、あるどういう設計基準を設定

すべきだということを、もう少しきちっと勉強していく必要があるように思えるんです

けど、いかがでしょうか。 

○相田委員  大変鋭いご指摘でございまして、回線交換系につきましては、通話路系、

ＵプレーンとＣプレーンとどっちがネックになっているんだというようなことは、いろ

いろ議論したんですけれども、特にパケット系、これからスマートフォンへの対応とい

うことにつきましては、まだまだ分析ができていないところで、ちょっとどれだけのこ
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とができるかもわかりませんけれども、先ほど最後に申し上げましたように、昨今のパ

ケット交換網のほうのトラブルというものに関して、今後対策を検討してまいりたいと

思いますので、その場でぜひ可能な限り検討させていただきたいと思います。 

○徳田分科会長代理  よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。それでは

よろしいでしょうか。じゃ、高橋委員。 

○高橋委員  質問なんですけれども、概要の１１ページのところに、停電対策の在り方

の方針というのが示されています。ここでは停電対策を強化することと、それに対して

の情報の報告、公表というのが書いてあるんですが、一番下のポツのところに、停電対

策が強化された携帯電話基地局のカバーエリア等、利用者にとって参考となる情報を適

切な形で公表することとあるわけなんですが、本文のほうを見ても、具体的にどんな方

策が講じられるかのイメージがわかないので、少し補足していただけるとありがたいで

す。 

○相田委員  これにつきましては事業者さんのほうから、むやみやたらと公表すると、

そこに人が集中して、かえってパンクするんではないかというような懸念もございまし

て、具体的にどういう形で公表するのがいいのかということを、今後事業者さんを中心

に検討していただくことを考えておりますので、この報告書の段階では、具体的な方策

についてはちょっと挙げていないということでございます。 

○高橋委員  これはいつどこの場で、最終的にどのような形で公表されるようになるの

か、もし見通しがあれば教えてください。 

○相田委員  何か事務局のほうからありますか。 

○野崎電通システム課長  引き続きまして省令化の作業をするとともに、公表につきま

しては、総務省と事業者で一定の方向性についてガイドラインみたいなものを、自治体

の方とかの意見を聞きながら決めていくと。最終的に、具体的にどんな形で情報提供す

るかについては、各事業者のいろいろ事情がありますので。ただ、公表についての指針

のようなものは、この後省令化の作業と、引き続いて事業者と総務省のほうで検討して

いきたいと思っております。 

○徳田分科会長代理  よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。 

 それではほかにご意見、質問等がございませんようでしたら、本件は答申案（資料８

５－３－３）のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょう

か。 
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（「異議なし」の声あり） 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。それでは、案のとおり答申する

ことといたします。 

 それでは、以上３件の答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご

説明を伺えるということですので、よろしくお願いいたします。 

○桜井総合通信基盤局長  総合通信基盤局長でございます。 

 本日、先ほどの３つの諮問に対しましてご答申いただきまして、ありがとうございま

した。 

 船舶用固体素子レーダーの技術的条件でございますけれども、このシステムの導入に

よりまして、長寿命化あるいは不要発射が低減されるといった、メリットのある船舶用

固体素子レーダーの普及が図られるということでございます。 

 また引き続き、９ギガヘルツ帯のほうにつきましては審議の継続ということでござい

ますので、引き続きよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 それから、次の７００メガヘルツ帯を使用する移動通信システムの技術的条件でござ

いますけれども、いわゆる地デジの跡地の周波数再編ということで、急増する携帯電話

等を中心とした移動通信システムのトラヒックの対応ということでございます。このシ

ステムの実現によりまして、周波数利用効率の向上、あるいはデータトラヒックの増大

に対応するということが可能になるものと考えているところでございます。 

 それから、３番目の電気通信設備の安全・信頼性対策に関する事項でございますけれ

ども、東日本大震災を踏まえまして、改めて電気通信設備の安全・信頼性対策について

ご審議いただいたということでございます。首都直下型地震の発生ということも言われ

ているわけでございます。そういう意味で、災害に強い通信インフラの構築ということ

が、非常に大きな課題であるということでございますので、これを踏まえて行政を進め

ていきたいと思っております。 

 また引き続き、スマートフォンの通信障害が多発していることに対応するためのご審

議ということも、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 この３件につきまして、本日の答申を受けまして、それぞれ関係省令の改正等の必要

な手続を、速やかに着手していきたいと思っております。また、この３つの件につきま

して、お取りまとめいただきました三木主査、服部主査、相田主査をはじめ、各委員、

専門委員の皆様方には、大変ご熱心なご審議をいただきまして、まことにありがとうご
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ざいました。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。 

 

（２）報告事項 

ア 「放送システムに関する技術的条件」のうち「ホワイトスペースを活用した放送

型システムに関する技術的条件」及び「放送に係る安全・信頼性に関する技術的条

件」のうち「ホワイトスペースを活用した放送型システムに関する技術的条件」【平

成１８年９月２８日付け 諮問第２０２３号及び平成２２年１２月２１日付け 諮

問第２０３１号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは続きまして、報告事項に移らせていただきたいと思いま

す。 

 諮問第２０２３号及び諮問第２０３１号「ホワイトスペースを活用した放送型システ

ムに関する技術的条件」の文書審議による一部答申について、事務局からご説明をお願

いいたします。 

○藤江管理室長  審議会事務局からご報告をさせていただきます。 

 本件につきましては、当初開催予定日でございました１月２７日の開催に向け調整い

たしましたところ、定足数等の問題により、その前後の候補日も含め、会議開催が困難

な状況となりました。本答申は、平成２３年４月８日に閣議決定されました、「国民の声」

規制・制度改革集中受付に提出された提案等への対処方針に係るものとして、平成２３

年度内の制度整備が必要となっておりまして、スケジュール等も考慮した上で、坂内分

科会長のご判断により、文書審議をすることとなりました。 

 審議の結果は、構成員全員のご了承により、放送システム委員会から提出があった報

告書のとおり、一部答申をするということになりました。 

 本件につきまして、構成員からいただいたご意見につきましては、お手元の議事概要、

資料８５－４－１でございますが、これをごらんいただければと存じます。 

 以上、ご報告をさせていただきます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまの説明について、ご意

見、ご質問等はございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、本答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご説明を伺
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えるということですので、よろしくお願いいたします。 

○田中情報流通行政局長  情報流通行政局長でございます。 

 ホワイトスペースを活用した放送型システムに関する技術的条件につきまして、一部

答申をいただき、まことにありがとうございました。 

 本システムは、小規模のエリアを対象としたイベントや観光など、ローカルな情報に

ついての放送を、現状のワンセグ受信機等で視聴できるサービスを可能とするものでご

ざいます。先ほど事務局から報告がありましたように、規制緩和にかかわる閣議決定で、

本年度中の制度整備というものが求められているものでございます。総務省といたしま

しては答申を踏まえまして、去る１月３１日から無線設備規則等の一部を改正する省令

案に関するパブリックコメントの募集を開始させていただいておりまして、予定どおり

３月中の制度整備に向けた作業を進めておるところでございます。 

 なお、ホワイトスペースの利用につきましては、今後このシステム以外にも、他のシ

ステムの検討が進んでいくものと思われますけれども、エリア放送型システムにつきま

してはこれまでの実証実験の実施などを踏まえて、いち早く実現したいと考えておるも

のでございます。 

 最後に、本一部答申の取りまとめに当たりまして、伊東主査をはじめ、情報通信技術

分科会委員の皆様方、また放送システム委員会の皆様方、また多くの資料の提供や検討

を行っていただきました作業班の皆様に、短期間に集中的なご審議を賜りご尽力いただ

きましたことにつきまして、心から厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。 

 

イ 国際電気通信連合無線通信総会（ＲＡ）の結果報告【平成６年１月２４日付け 電

気通信技術審議会諮問第１号】関連 

 

○徳田分科会長代理  それでは続いて、国際電気通信連合無線通信総会（ＲＡ）の結果

報告について、鈴木委員からご説明をお願いいたします。 

○鈴木委員  ＩＴＵ部会長の鈴木でございます。 

 国際電気通信連合（ＩＴＵ）無線通信総会（ＲＡ－１２）でございますけれども、本

年の１月１６日から２０日にかけて、スイスのジュネーブで開催されております。この

ＲＡ－１２は、無線通信に関する技術基準を定めた勧告案の承認、ＩＴＵ無線通信部門
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の組織勧告承認などの各種手続を規定した決議案の承認、研究課題案の承認、そして研

究委員会の構成と議長、副議長の任命を行う重要な会合でございまして、３年から４年

ごとに開催されているものでございます。 

 この会合に提出される勧告案、決議案、研究課題案の承認等に対する我が国の対処に

つきましては、昭和６０年でございますけれども、当時の電気通信技術審議会に諮問さ

れました諮問第１号「国際電気通信連合無線通信総会への対処」というものに基づきま

して、ＩＴＵ部会で審議いたしまして、会合開催までに一部答申することとなっており

ます。 

 今回もこのＲＡ開催に当たりまして、昨年１２月１４日にＩＴＵ部会を開催し、ＲＡ

－１２への対処について一部答申をいたしました。今回のＲＡ－１２に提案されました

勧告案、決議案、研究課題に対する対処は、基本的に支持できるものとして一部答申い

たしました。 

 本日、この一部答申に従いまして、無線通信総会（ＲＡ－１２）に出席した結果につ

きまして、実際にＲＡに出席して対処いたしましたＩＴＵ部会の事務局からご報告申し

上げたいと思います。では、どうぞよろしくお願いします。 

○布施田通信規格課長  それでは、事務局のほうから資料８５－５に基づきまして、国

際電気通信連合無線通信総会の結果概要につき、ご説明させていただきます。 

 概要につきましては、今鈴木部会長のほうからご説明があったとおりでございます。 

 １ページ目の下半分でございますが、まず勧告案の承認でございます。３件の新規勧

告、１件の改訂勧告が承認されまして、１件の改訂勧告案がスタディーグループ、研究

委員会に差し戻された結果となりました。主なものを２つご紹介させていただきます。 

 １つ目が、第４世代移動通信システムの無線インターフェースに係る新規勧告でござ

います。１ギガｂｐｓという高速通信を実現する第４世代移動通信システムの無線イン

ターフェースを定める勧告でございまして、内容といたしましては、日本・欧州などの

技術に基づく３ＧＰＰ仕様、携帯電話の技術を基本としたLTE-Advancedという方式と、

あとはアメリカのＩＥＥＥ仕様、無線ＬＡＮを基本にしたWirelessMAN-Advancedという、

この２つの方式を両方採用するという内容の勧告になってございます。 

 もう一つが、「うるう秒」の調整の廃止に関する改訂勧告でございます。「うるう秒」

の調整は、ご承知のように現在我々が使用している時間、原子時計に１秒を基づきまし

て使っている時間と、天文で使います地球の自転と連動している時間とのずれ、こちら
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を約１秒以内におさめるよう、不定期に１秒「うるう秒」を挿入している調整でござい

ますが、それを廃止しようという提案でございまして、賛成する国としてはアメリカな

どがございました。やはり精密な時間に基づくシステム、ネットワークというものが広

く普及している中で、不定期に「うるう秒」を挿入するということ、もしそれが失敗し

たときの社会的リスクが大きいということで、廃止しようという意見がございました。 

 また、廃止をせずに継続して続けていこうという意見は、イギリスを中心にしてござ

いまして、これまで問題なく運用されてきたことから、今後とも使うべきだというご意

見でございます。 

 また、そもそもこの「うるう秒」の調整に関する問題が十分に理解されていないので

はないか、さらに情報が必要だという、アフリカなどを中心にした国々もございまして、

大きく３つに意見が分かれたところでございます。 

 結果としては、もう一会期、スタディーグループ、研究委員会のほうに戻して研究を

継続するということと、あとは多くの国、関係者が参加して議論ができるようにという

ことで、世界無線通信会議（ＷＲＣ）の将来の課題にしましょうという提案になったと

ころでございます。 

 次に２ページ目でございますが、決議案でございます。６件の新規決議、２６件の改

訂決議が承認されたところでございます。 

 主な新規決議としましては、コグニティブ無線通信システムの研究開発を促進する決

議、また、温室効果ガスの削減に寄与する無線システムの研究をする決議が採択されて

ございます。また、ＩＴＵの研究委員会、スタディーグループの作業方法を見直しまし

て、勧告手続をもう少し短縮化する決議が採択されましたし、また、スタディーグルー

プの議長・副議長、役職でございますけれども、そちらをもっと地域バランス、ジェン

ダーバランスなどを配慮して決めるようにという決議も決まったところでございます。 

 ３ページ目でございますが、研究課題の承認でございます。２２３件の研究課題が承

認されているところでございまして、特にはスーパーハイビジョンの研究課題、また、

パワーグリッドマネジメントシステムに使う無線技術の問題、研究課題が引き続き承認

されたところでございます。 

 また、スタディーグループの議長・副議長の任命も、この総会で決められたところで

ございますが、日本からは３名の方を推薦しておりまして、すべて任命されたところで

ございます。地上業務の研究会の議長としまして橋本様、衛星業務の副議長として河合
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様、放送業務の副議長として西田様がそれぞれ選ばれたところでございます。 

 次の４ページ以降は参考でございまして、ＩＴＵの無線通信部門の検討体制。４ペー

ジ目でございますが、このような体制で取り組んでございます。 

 ５ページ目は、その各研究委員会の議長・副議長の氏名、出身国。このような地域バ

ランスで取り組まれてございます。 

 あと、６ページ、７ページ目は、先ほどご紹介いたしました携帯電話にかわる第４世

代移動通信システムの新規勧告に関する情報でございます。 

 ８ページ目は、「うるう秒」調整の廃止に関する改訂勧告などの内容でございます。い

ずれも参考でございますので、後ほどまた確認していただけたらと思います。 

 以上でございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまの説明につきまして、

ご意見、ご質問等はございませんでしょうか。じゃ、青木委員。 

○青木委員  ありがとうございます。５ページについてなんですけれども、地域配分と

いうのがどういう形になっているのかをちょっとお伺いしたいと思います。と申します

のは、アジアの中で中国が一番多く、次にＵＡＥ。ＵＡＥをアジアに入れるとしたらで

すけれども。それからインド、韓国、日本となっております。日本が相対的に少なくな

っているということは懸念すべきことで、いろいろな資源を投入するなりして増やして

いくべきだと思いますが、その前に前提として、どういう配分で選定されているのか、

そのあたりを教えてください。 

○布施田通信規格課長  従来までも、ＩＴＵの決議の中で地域バランスに考慮すること

ということは書かれてございました。例えば先進国重視になっているということが背景

にありまして、途上国側のご意見から地域バランスというのが入っていたところでござ

います。今回はその中で数字が入りまして、少なくとも各地域から１名ずつは入ること

ということが入ったところでございます。最近副議長の数は増えてきているところでご

ざいます。 

 この国はちょっと見にくいのですけれども、５ページ目にございますが、左側のStud

y Group１からStudy Group７までが実際の標準化を議論するグループでございまして、

この１から７までの議長の数を見ますと、多い順から言うと、ロシア、中国、アメリカ、

その次に実は日本になります。あとＵＡＥですとかエジプトとかつながってくるところ

でございます。 
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 一番右側の列は、言語の取り扱いだったりですとか、ＷＲＣという大きな会議の準備

会合のところでございまして、特に言語の関係で言いますと、やはり中国語の関係とか

ロシア語の関係がありまして、いろんな国が入ってくるところでございます。 

 我が国といたしましては、事務局といたしましては、このStudy Group１から７のとこ

ろになるべく配分を、地域バランスをとりつつ、あと我が国として重要なところには、

確実に人のポストをとっていきたいと考えているところでございます。 

○徳田分科会長代理  よろしいでしょうか。ほかにご質問等ありますでしょうか。よろ

しいでしょうか。ではどうもありがとうございました。 

 

ウ ＣＩＳＰＲソウル会議の結果について【昭和６３年９月２６日付け 電気通信技

術審議会諮問第３号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは続きまして、電気通信技術審議会諮問第３号「ＣＩＳＰ

Ｒソウル会議の結果」について、電波利用環境委員会主査でいらっしゃいます、藤原専

門委員からご説明をお願いいたします。 

○藤原専門委員  藤原でございます。 

 資料８５－６－１と８５－６－２がございます。６－１の概要版に従ってご説明いた

します。 

 表紙を１枚めくっていただきますと、国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）につい

ての概要がございますが、これは何度も説明しておりますので、ポイントだけ申し上げ

ますと、ＣＩＳＰＲはＩＥＣの特別委員会であるということ、構成員は電波監理機関、

放送・通信、それから特別委員会の位置づけという意味は、国際電気通信連合、いわゆ

るＩＴＵ－Ｒ、ＩＴＵ－Ｔという国際機関が構成員となっているというところからござ

います。構成員は４０カ国、オブザーバー１１カ国であります。 

 組織はそこの図にございますが、所掌範囲に応じて６つの小委員会からなります。幹

事国は６つのうち２つを日本がとってございます。運営委員会、これも日本がメンバー

として入っております。総会は年１回開催されます。総会には各国国内委員会の代表が

集まって、一堂に会しまして、ＣＩＳＰＲの組織変更、作業の進捗、小委員会の共通問

題等を審議する、そういう場であります。 

 次のページをおめくりください。これがソウル会議の主な結果でございます。 
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 開催期間と参加者等は書いてございますが、昨年の１０月１１日火曜日から２０日木

曜日までの１０日間でございます。参加国は米国、イギリス等、合計２２カ国であった

と思います。我が国からは総務省、独立行政法人情報通信研究機構等、３５名が参加い

たしました。次回会合はタイでございまして、タイのバンコク近郊、場所はまだ未定で

す。今年の１０月９日から１９日と決まっておりますけれども、今年の事務連絡文書が

届きまして、１カ月延長され、１１月５日から１１月１６日に変更されております。 

 下に主な結果がまとめられております。６つの小委員会と申し上げましたけれども、

ＳＣ－Ｄ、自動車関係ですけれども、これは開催されませんでしたので、そこを除く総

会と５つの小委員会で審議された内容をまとめております。そのページにあります３つ

の議題はいずれも総会で審議されたものであります。 

 ＣＩＳＰＲソウル会議の前に、いわゆる質問書、旧文書というのが各国ＮＣに回付さ

れまして、それに対してコメント等を出してきたわけですけれども、最初、二重絶縁装

置の伝導妨害波試験方法、これは周波数が１５０キロから３０メガですけれども、これ

の変更提案でございます。二重絶縁装置、これはＣＩＳＰＲでは基準台地面の上に、あ

る一定の高さで装置を設置しまして、いわゆる伝導妨害、電流、電圧等を測定するわけ

ですけれども、この高さを変更する、あるいは基準大地面を取ってしまう、そういう提

案でございます。 

 我が国は、これはいわゆるＣＩＳＰＲの基本的な測定法でございますので、これを変

更されますと、これまでのデータの相関がなくなってしまいますから、反対の立場で臨

みました。結果はそのとおりで、反対多数でございました。ただし、この旧文書という

のが運営委員会から出されたものでありますので、本来ならばＣＩＳＰＲ文書として出

すべきものが、運営委員会からの資料だったために、そこの手続ミスの問題で差し戻し

になりました。 

 ２つ目の３０メガ未満の放射妨害波の許容値及び測定法の新規策定提案です。ＣＩＳ

ＰＲでは３０メガ未満というのは、放射妨害波ではなくて伝導妨害波で測定するわけで

すけれども、特殊な機器がございまして、ＩＨ機器あるいは無電極放電ランプ等、これ

につきましては放射妨害波を測定するという規格がございます。この新規提案は大型プ

ラズマディスプレイが無線業務に干渉を与えたという事例があり、そこから出た提案で

あります。 

 内容は、いわゆる３０メガ未満の放射妨害波の規格をＩＨ機器の測定法と規格を、ほ
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かのすべての機器に対して適用してはどうかという提案であります。これは我が国とし

ては、ＩＨ機器のいわゆる妨害波発生機構とほかの機器との発生機構が全く違いますの

で、こういう提案は妥当性なしとして反対の立場で臨みました。 

 結果は、いろいろ議論は出ましたけれども、ＩＨ機器の規格をほかの機器に適用する

ということについてはサポートされませんでしたけれども、許容値の必要性に対しては

賛成多数となって、ＳＣ－Ａで測定法の検討、それからここに書いてございませんが、

Ｈのほうでいわゆる許容値の設定のモデル検討が始まるということに決まりました。 

 ９キロから１５０キロまでの伝導妨害波のＥＭＣの新規策定提案ですが、これはスマ

ートメーターに低速ＰＬＣを導入する際に、現行では許容値はございませんで、この周

波数帯について伝導妨害波の許容値を検討すべきという提案であります。我が国では、

この周波数帯では多くの障害事例がございますので、検討を積極的に進めるべきだとい

う意見を出しました。 

 ところがこれも旧文書としてステアリングコミュニティー、いわゆる運営委員会から

出されたものであることを指摘されまして、手続上の問題ということで差し戻しになり

ました。 

 次のページ、スマートグリッドに関する活動です。ワーキングの設置につきまして、

これは総会と後で出ますステアリングコミュニティーで審議されたものです。スマート

グリッドに関しましては、ＣＩＳＰＲ全体の方向性を議論するワーキング設置につきま

して、ＣＩＳＰＲではございませんで、韓国のエキスパートからプレゼンがございまし

て、ＣＩＳＰＲでもワーキングを設置すべきだという案が出ました。いろいろ議論があ

りまして、否定的な意見もありましたけれども、サポートする意見が多くて、ワーキン

グが設置されることになりました。 

 総会が終わってから最後に運営委員会が開催されまして、そこでワーキングのConven

erには韓国のAhn氏、それからCo-convenerにはMartin Wright氏、memberに、ＳＣ－Ｉは

日本が幹事国ですので、日本のエキスパートが１名ノミネートされております。 

 それから、太陽光発電システムの妨害波の許容値及び測定法の新規策定提案でござい

ます。これはＳＣ－Ｂでの審議でありますが、ＣＩＳＰＲ１１という規格があります。

それの改定に関するものですが、改定はメンテナンスチームというのが立ち上がって、

そこで審議するわけですけれども、このプロジェクトリーダーが日本のエキスパートで

あります。太陽光発電系統連系パワーコンディショナの直流端子における妨害波の許容
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値と測定法の規格策定、そのプロジェクトは動いていますけれども、結果としまして、

大容量装置を除く規格のＣＤ文書、委員会原案ですけれども、これがこの春に発行され

ることになりました。 

 プラズマＴＶの３０メガヘルツ以下の放射妨害波許容値と測定法の新規策定提案、こ

れはＳＣ－Ｉ、ワーキング１の審議であります。これは先ほど出ました件と関係ありま

す。これもＡでやるという話が出まして、規格は急ぐべきであるという意見と時期尚早

というのが対立し、相当もめましたけれども、表決の結果としまして、いわゆるＩＨ機

器の規格でありますＣＩＳＰＲ１１というのがありますが、この許容値を使ってその許

容値の上に１０ｄＢ緩和した内容でＰＡＳを発行するということになりました。 

 これは異例のことであります。私もＰＡＳというのは初めて知ったわけですが、これ

は規格ではございませんで、公開仕様書というものであります。現在、このＰＡＳの案

の案がつくられているということであります。 

 それから最後はマルチメディアの妨害波規格、それからイミュニティ規格というのが

ございます。ＣＩＳＰＲ３２とＣＩＳＰＲ３５でありますが、これは我が国が最も多く

の提案を行って、この規格化を先導しているものであります。 

 最初の妨害波規格、エミッション規格というんですが、ＣＩＳＰＲ３２という名前で

すけれど、マルチメディアですから、例えばラジオ、テレビというのがＣＩＳＰＲ１３、

情報技術装置、コンピューターですけれども、これは２２という規格がございます。マ

ルチメディア両方の機能を持ったマルチメディア機器ですと、２つの規格で測定をやら

なきゃいけませんが、非常に大変だということで、これを統一する、これが３２であり

ますが、そうしますと測定が迅速化されるというものであります。 

 ただ、３２はいろんな案件が盛り込まれましたので、一番議論の多かった案件が５件

ありまして、その５件のＣＤ文書を除いた形でＦＤＳ、いわゆる最終国際規格案という

形で投票にかけられることになりました。投票は、実は昨年もう１２月９日に締め切っ

て終わっております。結果は承認されました。したがいまして、あと残りの５件の問題

となったＣＤ文書の審議がこれから始まるということであります。 

 それから、マルチメディアのイミュニティ規格３５、これは上のエミッション規格と

同じで、ＣＩＳＰＲ２０というのがラジオ、テレビ等のイミュニティ規格です。コンピ

ューターは２４でありますが、これをまとめてＣＩＳＰＲ３５として規格化するという

ものでありますが、ＣＤ文書に対します各国のコメントの審議が、一部は継続していま
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すけれどもほぼ完了し、これは来年じゃございません、ちょっとご訂正をお願いします。

これは次回です、いわゆる今年でございますが、バンコクでのＳＣ－Ｉ会議での審議に

間に合うように、ＣＤＶ投票にかけられることとなりました。 

 以上でございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまの説明につきまして、

ご質問、ご意見等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。服部委員。 

○服部委員  服部です。スマートグリッド等についてもいろいろな検討が出ているんで

すけど、最近ワイヤレス充電といいますか、あれがいろいろなところでかなり実用レベ

ルに近いんですけど、一方でかなりのハイパワーで充電するとか、いろいろ出ていまし

て、それらに関するこのＣＩＳＰＲの考え方といいますか、それはどんな状況なんでし

ょう。 

○藤原専門委員  電力通信の問題ですか。 

○服部委員  いや、通信ではなくて充電器です。 

○藤原専門委員  自動車の充電ですか。 

○服部委員  自動車の充電とか携帯電話の充電。 

○藤原専門委員  実は先ほど申し上げました、それが議論になっていますけれども、た

だソウル会議では、自動車関係のＳＣ－Ｄが開かれなかったものですから、状況はちょ

っと私にはわかりません。事務局のほうでちょっとサポートしていただければと思いま

す。 

○丹代電波環境課長  今のところ、特段まだ顕在化した動きはないというところです。 

○服部委員  車以外に携帯電話だとか、いろんな充電器が出ているわけですよね。それ

で距離が非常に短い場合とそこから延ばす場合とか、いろいろな方式が提案されていま

すので、いろいろ影響が出る可能性があると思いますので、ぜひ検討もされるといいと

思います。 

○徳田分科会長代理  よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。ほかによ

ろしいでしょうか。ちょっと時間が押してまいりまして。 

 

エ 通信・放送事業団体による環境自主行動計画の取組について 

 

○徳田分科会長代理  それでは続きまして、通信・放送事業団体による環境自主行動計
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画の取組について、総務省からご説明をお願いいたします。 

○黒瀬情報流通振興課長  それでは、資料８５－７に基づきまして、通信・放送事業者

の環境自主行動計画の取組についてご報告をさせていただきます。 

 １ページのところでございますが、このご報告の経緯でございます。平成１０年５月

の電気通信審議会答申で、通信・放送関係業界の地球温暖化対策の実施状況、これにつ

いて自主行動計画を立て、この審議会で年１回フォローアップをするということにされ

たところでございます。 

 さらに２００８年でございますが、京都議定書目標達成計画の全面改定ということで、

２００８年から１２年までの期間、政府全体の取り組みを強化するということになりま

して、その枠囲みの中にありますように、対策評価指標ということを事業者団体ごとに

つくり、所管の審議会等でフォローアップしていくことが求められてきたということが

ございます。その事業者団体ごとに定量的な数値目標をつくって、削減の取り組みを推

進してきているというところでございます。 

 ２ページが報告の内容でございます。自主行動計画の進捗状況（２０１０年度実績）

ということでございますが、表の一番左の欄にございますように、電気通信事業者協会

ほか、通信、放送関係７つの団体ごとに、その目標指標というのをつくりまして、分子

のところに電力消費量ですとかＣＯ２の排出量ということを置いて、各事業者の事業活

動のボリュームをあらわす契約数ですとか、売上高等を分母にした形の原単位というこ

とを指標として定義をいたしまして、目標の数値を立てて推進してきたということでご

ざいます。 

 ２０１０年の状況を下の枠囲みのところに記載いたしましたが、電気通信事業者協会、

民放連、それから衛星放送協会は、目標の水準を達成したとしている状況になっており

ます。ただ、これから加工の設備増強等、まだ予想されるところでございますので、１

２年までの間、予断を許さない状況にあるということかと思います。 

 それから、目標水準との比較で言いますと、まだテレコムサービス協会、日本放送協

会、それから日本インターネットプロバイダー協会といったところは、水準に達してお

らないわけですけれども、３ページをごらんいただいたほうがわかりやすいと思います

が、推移ということで申し上げれば、目標に向けて順調に推移はしてきているというこ

とで、一層の取り組みが期待されるということでございます。 

 １点、日本ＣＡＴＶ連盟だけは、２００９年から２０１０年の間にかけて、目標の達
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成という点については逆のベクトルで少し動いております。これは２０１０年に地デジ

完全移行の前段階として、デジアナ変換等の設備増強があって、その分子に当たります

電力消費量が高く出たこと等が影響しているということでございますけれども、一層の

努力が期待される状況というようなことでございます。 

 ご報告は以上でございます。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。それではただいまの説明につい

て、ご意見、ご質問等はございませんでしょうか。どうもありがとうございました。 

 

オ 「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「特定ラジオマイ

クの周波数移行等に関する技術的条件」【平成１４年９月３０日付け 諮問第２００

９号】 

 

○徳田分科会長代理  それでは続きまして、諮問第２００９号「小電力の無線システム

の高度化に必要な技術的条件」のうち「特定ラジオマイクの周波数移行等に関する技術

的条件」について、移動通信システム委員会主査でいらっしゃいます、安藤専門委員か

らご説明お願いいたします。 

○安藤専門委員  安藤です。 

 それでは、資料８５－８に基づきましてご説明させていただきます。 

 ２ページ目にある別紙のほうをちょっと先にごらんいただきたいんですけれども、下

に書いてあるような特定ラジオマイクというのがあります。これは２万本ぐらい普及し

ているものですけれども、これを昨年策定されました周波数再編アクションプランでほ

かの周波数帯に動かす、その赤い矢印のところの特定ラジオマイクのこの周波数を、ほ

かのところに移すための議論であります。 

 この特定ラジオマイクは、音声を高品質で伝送することを目的として、平成元年に７

００メガヘルツ帯を使用した無線設備として制度化されたものです。この別紙の概要に

写真がありますけれども、舞台やステージなどの音響関係業務や放送業務等で使用され

ております。これは基本的に免許が必要なもので、下に書いてありますように出力も少

し大きくて、距離も飛ぶようなものです。免許不要のものというのはこの１００倍ぐら

い普及しているんですけれども、これは今回の対象ではありません。 

 この中でも周波数の利用効率の高い、右側のデジタル方式というのは、平成２１年に
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制度化されたものであります。７００メガヘルツ、９００メガヘルツ帯の周波数割り当

ての基本方針において、これを７７０メガヘルツから８０６メガヘルツを使用している

ラジオマイクについては、移行先の周波数帯候補を地上テレビジョン放送用周波数帯の

ホワイトスペース、これは具体的には４７０メガヘルツから７１０メガヘルツのところ

――この横棒のグラフの左側になります――に移す。もう一つの候補として、１.２ギガ

ヘルツ帯というところもございます。 

 こちらに移行するための技術的検討を進めるなど、周波数移行に向けた検討・作業を

実施することと、アクションプランのほうに定められておりました。このためこれらの

ラジオマイクについて、移行先の周波数帯における技術的条件について審議を行うもの

でございます。答申については、平成２４年４月ごろを目指して進めようというもので

ございます。 

 この案件につきましては、１月２０日に開催した移動通信のシステム委員会第６回に

おいて、専門に調査、検討を行う特定ラジオマイク作業班というものを、既に設置を承

認しておりまして、１月３０日から具体的な検討が開始されています。検討の内容とい

うのは、その各周波数帯へ移行したときに必要な技術的条件であるとか、今日話題にも

出ましたけれども、ホワイトスペース、既にエリアワンセグ等使われることになってい

ますけれども、そういうスペース利用システム相互間の共有条件を検討する、それから

特にこのデジタルラジオマイクのほうが周波数の利用効率はいいので、お勧めではある

んですけれども、若干遅延がある。５ミリセカントぐらい今ある、これが気になるとい

う意見もあるものですから、これを２あるいは１ミリセカントに小さくするというよう

な技術的な条件も定める、それも検討の課題に入っています。 

 そのほか国際標準動向等、検討するということを調査事項として、既に作業班が動い

ております。これが１月３０日から開始していることを、今日ご報告させていただきま

す。 

 以上です。 

○徳田分科会長代理  どうもありがとうございました。ただいまの説明について、ご意

見、ご質問等はございますでしょうか。鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員  ここの資料にもありますように、この特定ラジオマイクは放送業務等のほ

かに、ホールにおける講演とか、国民の文化的な生活にとって極めて重要なシステムだ

と思います。そういう意味では今日の資料８５－４－１に、服部委員からも、ホワイト



 

－33－ 

スペースの活用の中で、利用に支障がないように十分な留意をというご意見が載ってお

ります。私も全く同意見ですので、ぜひどうぞよろしくお願いいたします。 

○安藤専門委員  はい、わかりました。 

○徳田分科会長代理  ほかにご意見、ご質問等ありますでしょうか。どうもありがとう

ございました。 

 それでは以上で本日の議題は終了いたしました。委員の皆様から何かほかにございま

すでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、事務局のほうから何かございますか。 

○藤江管理室長  ございません。 

 

閉  会 

 

○徳田分科会長代理  それでは、本日の会議をこれにて終了いたしたいと思います。 

 次回の日程につきましては、別途確定になり次第、事務局からご連絡さしあげますの

で、皆様方よろしくお願いいたします。 

 以上で本日閉会といたします。どうもありがとうございました。 


